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＜総説＞

抄録
国内でアスベスト問題への関心は1980年代後半から高まり，2005年のクボタ・ショックで大きな社
会問題となった．クボタ・ショックを契機として，一般環境における被害者に対しても救済の道が開
かれた．それでも，アスベストの危険性が認識されながら，欧米に比べて10～15年程度も使用禁止が
遅れて建材などに使用され続けてきたツケは大きい．現在もアスベスト含有建材の所在が明確でない
建築物が一般に多数あり，平常時及び災害時において，その解体や廃棄物対策に追われている．建築
物の解体に伴うアスベストの調査や対策に関する法整備は進んできたが，その遵守が徹底されないな
ど，総務省の勧告によって実効性を上げる努力が求められてきた．本稿では，アスベストの基礎知識
を概観した上で，アスベストによる環境リスクと規制を整理し，これからの課題を論ずる．
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Abstract
Public concern over the use of asbestos has been raised in Japan since the late 1980s. It became a sig-

nificant social problem after the “Kubota Shock” occurred in 2005. “Kubota Shock” paved the way for as-
bestos-related health damage relief for victims by non-occupational exposure in the general environment.   
However, we have a negative legacy   after we had consumed asbestos containing materials for building in 
Japan for approximately 10 to 15 years longer than European countries have. Until now, we have enormous 
building that use record of asbestos containing materials is not clear.   Therefore, we must pay attention 
to building demolition and waste management in both normal and disaster period. Various regulations re-
garding the examining, handling, and demolition of asbestos-containing materials have been established. 
However, there are still many cases of illegal procedures or inadequate compliance at demolition sites. The 
Ministry of Internal Affairs and Communication recommended to ensure compliance with the regulations 
and improve existing countermeasures for prevention of asbestos emission and exposure  . This study re-
views knowledge on asbestos, including its environmental risks and past regulations on asbestos in  , and 
discusses future challenges.
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I．はじめに

国内でアスベスト問題への関心が最初に集まり始めた
のは，1980年代後半といえる．1986年に米空母から大量の
アスベスト廃棄物が発生・放置されていた事件に続き，
1980年代後半は学校をはじめとする全国の建築物で吹付
けアスベストが確認されて話題になった．また，1995年
に発生した阪神・淡路大震災では，倒壊した建築物の解
体に伴うアスベストの飛散が懸念された．筆者は国内に
おけるアスベスト問題への関心の指標として，新聞の記
事検索で「アスベスト」または「石綿」を見出しに持つ
件数の結果を用いたが，図 1 に示すように1989年の52件
以降，1990年代は年間10～20件程度の関心で推移してい
た．
しかしながら，2005年 6 月29日に発覚したクボタ・

ショックでは，この年の 6 月以降だけで2,095件の記事
数を数えた．アスベストに関して文字通り桁違いの国内
最大の社会問題となり，2016年まで年間100件を超える関
心を保っている．クボタ・ショックがこれほど関心を高
めたのは，それまで労働環境のリスクとされていたアス
ベストが，工場周辺とはいえ一般住民に対しても死亡を
含むリスクを与える環境汚染物質であることが認識され
たためといえよう．
このクボタ・ショックを契機として，一般環境におけ

る被害者に対しても救済の道が開かれるなど，石綿健康
被害救済法を含む法整備の大きな転換がはかられた．そ
れでも，アスベストの危険性が認識されながら，欧米に
比べて10～15年程度も使用禁止が遅れて建材などに使用
され続けてきたツケは大きい．現在もアスベスト含有建
材の所在が明確でない建築物が一般に多数あり，平常時
及び災害時において，その解体や廃棄物対策に追われて
いる．建築物の解体に伴うアスベストの調査や対策に関
する法整備は進んできたが，その遵守が徹底されないな

ど，総務省の勧告によって実効性を上げる努力が求めら
れてきた．
本稿では，アスベストの基礎知識を概観した上で，ア
スベストによる環境リスクと規制を整理し，これからの
課題を論ずる．

II．アスベストの基礎知識

 1 ．アスベストとは
アスベストとは，天然に産出する繊維状けい酸塩鉱物
であり，蛇紋石または角閃石が地熱及び地下水の作用で
繊維化したものである．石綿（せきめん，またはいしわ
た）とも呼ばれる，鉱物性けい酸塩の総称である．日本
では石綿障害予防規則，大気汚染防止法，廃棄物処理法
などの法規により石綿に対する規制を行っているが，こ
れらの法規の関連で石綿の定義に関する記述があるの
は，石綿障害予防規則の解説[1,2]と厚生労働省通知（2006
年 8 月11日，基発第0811002号）だけである．そこでは，
「『石綿』とは繊維状を呈しているアクチノライト，ア
モサイト，アンソフィライト，クリソタイル，クロシド
ライトおよびトレモライトをいう」と述べており，わが
国ではこれらの 6 種類の鉱物の総称としてアスベストと
呼んでいる．
外山[2]は建材中のアスベスト分析法を含めて，アス
ベストの定義に関する国際的な議論を詳述している．そ
れによれば，日本のJIS法ではアスベストを繊維状けい
酸塩鉱物として，その繊維状の定義としてアスペクト比
（長さ／径）3 : 1 以上としている一方，米国EPA法，英
国HSG法，ISO法ではアスベストの定義として「アスベ
スト様形態（asbestiform）」を挙げており，アスベスト
様形態の特徴をアスペクト比20:1から100:1以上で長さ5
μm超など具体的に記述している．アスベストを特徴付
ける「繊維状」についての形態学に関する文献は英米を

図 1　1984年から2016年までの朝日新聞におけるアスベスト関連の記事数

注）朝日新聞社の記事検索システムで「アスベスト」または「石綿」を見出しに持つ記事を検索した結果
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中心に数多く見られ，国際的な論争を経てアスベスト様
形態が1984年に公式に登場した後，2012年のISO 22262-1
ではアスベスト様形態について「特定の種類の鉱物学的
な繊維状の性質（mineral fibrosity）であって，強い抗張
力と柔軟性を持つ繊維及び原繊維があるもの」と説明
している．Zoltai[3,4]ら多くの鉱物学者は，アスベスト
様形態を柱状や針状となる通常のへき開（clearvage）粒
子とは区別しており，気中濃度測定のために国際的に採
用されてきたアスペクト比 3 ： 1 以上とした基準を批判
している．アスベストの定義をめぐる問題は発がんリス
ク，分析方法，予防と補償に関わるアスベスト問題の核
心の 1 つであり，議論は継続中である[2]．
アスベストは蛇紋石群のクリソタイルとそれ以外の角
閃石群の 5 種類に区別される．従来の産業利用に一般的
であったのはクリソタイル（白石綿），クロシドライト（青
石綿），アモサイト（茶石綿）であり， 1995年アモサイ
トとクロシドライトの製造等が禁止となったため，以後
はクリソタイルのみが使用されてきた．しかし，従来，
意図的には利用されていなかった，クリソタイル，クロ
シドライト，アモサイト以外のアスベストについても，
実際の建材分析の結果から国内での利用が確認されてい
るため，建築物調査ではこれら 6 種類を調査すべきであ
るとされている[5]．

 2 ．使用状況
アスベストは国内でもわずかに産出されたが，大半

はカナダや南アフリカなどの海外から輸入されてきた．
輸入量は国内消費量のほとんどを占めるものであるが，
1970年から1990年にかけて年間30万トン程度のアスベ
ストを輸入していた．その後，図 2 に示すように，1995
年 4 月には労働安全衛生法施行令が改正されて有害性
の高いクロシドライトとアモサイトの使用が禁止され，
2004年10月にはアスベスト（クリソタイルを含む）を重
量1％を超えて含有する建材，摩擦材，接着剤等の製造，
輸入，使用等が禁止された．2006年 9 月以降は，代替が
困難な一定の適用除外製品等を除き，アスベストを重量

0.1％を超えて含有するすべての物の製造等が禁止され
たが，さらに2012年 3 月には製造等が全面的に禁止され
た．
アスベストは他の繊維状鉱物に比べて高い抗張力と柔
軟性をもつほか，高温に耐え，化学薬品にも強く，断熱
性，防音性，電気絶縁性などに優れている．アスベスト
はその優れた特性を利用して，工業製品として広く使用
されてきた．1995年度の使用状況は，スレートなどの建
材が93％と大半を占め，自動車摩擦材の2.9％を含む約
4％が自動車に使用されていた[7]．アスベストは断熱性
や防音性などに優れた低廉な原材料であったため，建築
基準法などで求められている耐火，断熱，防音性能や機
械的強度の高い建材として広く使用されたと考えられて
いる．
特に，耐火，断熱，吸音等の目的で鉄骨やコンクリー
ト壁等に吹き付けて使用された工法（吹付けアスベス
ト）は，国内では1957年より開始され，1967年頃より鉄
骨造建築物の軽量耐火被覆材として大量に使用された．
労働者保護の立場から，特定化学物質障害予防規則に
よって1975年10月にはアスベストを 5 ％を超えて含む吹
付け工事は禁止されたが， 5 ％以下のアスベストを含む
吹付けはしばらく続けられたとされている．
アスベスト含有建材は多くの建築物に使用されており，
今後それらの解体・改修工事の増加に伴い，適切なアス
ベスト曝露防止対策が必要になっている．国土交通省[8]
は2006年以降，工事現場における作業者がアスベストの
有無を容易に識別し，適切な取扱いをする支援を目的と
して，「目で見るアスベスト」をまとめている．

 3 ．健康影響
アスベスト曝露との関連が確認されている疾患には，
アスベスト肺，肺がん，悪性中皮腫に加え，良性胸膜疾
患として，胸膜炎，びまん性胸膜肥厚，円形無気肺（ま
たは無気肺性偽腫揚）及び胸膜プラークがある．これら
は空気中に浮遊するアスベストを吸入することにより発
生する．アスベスト関連疾患はアスベスト曝露開始から

図 2　日本のアスベスト輸入量の推移と法的規制の歴史[6]
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発症までの潜伏期間が長いことが知られており，吸入し
て10年～数10年経過後に発症するとされる．特に肺がん
では，アスベスト曝露と喫煙との間に相乗作用があるこ
とが報告されている[9]．
アスベスト肺，肺がん，中皮腫，胸膜プラークとア

スベスト粉じん曝露量，潜伏期間との関係については，
1970年代には図 3 のように，胸膜プラークや中皮腫はア
スベスト肺や肺がんよりも低濃度の曝露で発症すること
が既に知られていた．アスベスト関連疾患の定義と診断
基準については，1997年にフィンランドのヘルシンキで
開催された「アスベスト関連疾患国際会議」（いわゆる
ヘルシンキ会議）で決められたヘルシンキ・クライテリ
アが有名であり，2014年の同会議で補完されている[11]．
アスベストに発がん性があることは海外の研究機関な

どによって広く認められており，WHOの付属機関であ
る国際がん研究機関（IARC）では，6 種類のアスベスト
すべてについて，グループ 1（ヒトに対して発がん性あ
り）と認めている．WHOは，世界で職業によるアスベ
スト曝露を受ける人は2010年現在で 1 億2,500万人に及

び，アスベスト関連肺がんと中皮腫とアスベスト肺によ
る死者が毎年少なくとも10万7,000人となっていると発
表している[12]．

 4 ．アスベストの環境中濃度
環境省では，アスベストによる大気汚染の状況を把握
し，今後のアスベスト飛散防止対策を検討するための基
礎資料とするとともに，国民に対して情報提供するため
に2005年度より毎年度，大気中のアスベスト濃度を調査
している[13]．試料の採取および分析は，環境省のアス
ベストモニタリングマニュアル（第4.0版；2010年 6 月，
第4.1版；2017年 7 月）に基づいて行われている．これは，
位相差顕微鏡を用いてアスベスト以外の繊維を含む総繊
維数濃度を求め，総繊維数濃度が1f/Ｌ（空気 1 Lあたり
の本数）を超過した場合は，電子顕微鏡で物質を同定し，
アスベスト繊維数濃度を求める方法である．2016年度の
調査結果によると，総繊維数濃度の幾何平均は発生源周
辺地域（高速道路及び幹線道路沿線など）とバックグラ
ウンド地域（住宅地域など）でそれぞれ0.19～0.25f/L，0.17
～0.21 f/Lであり，ともに総繊維数濃度が 1 f/Lを超える
地点はなかった．
これ以前に環境省（旧環境庁）[14]では，1980年代か
ら全国の一般環境大気におけるアスベスト濃度を隔年で
調査していた．図 4 には1980年代以降2005年までのアス
ベスト濃度の推移を示すように，1980年代前半には発生
源周辺地域で 1 ～ 4 f/L程度，バックグラウンド地域で
も1f/Ｌ前後となっており，その後減少傾向をたどって
いた．1995年に阪神・淡路大震災が発生して被災地域で
は毎月の一般環境濃度を測定したが，この機会に全国の
測定は休止してしまい，10年後のクボタ・ショックによ
る関心の高まりを受けて測定を再開したのが実態である．
なお，2010年 6 月以前はクリソタイルを想定して位相差
顕微鏡と生物顕微鏡による計数差をアスベスト総繊維数
としてアスベスト濃度を算出していたものであり，現在

図 3　 アスベスト関連疾患における潜伏期間と曝露量と
の関係[6,10]

図 4　1980年代以降2005年までの環境省（庁）モニタリングによる一般環境のアスベスト濃度の推移[14]
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のアスベスト濃度とは厳密には異なる．

III．アスベストによる環境リスク

 1 ．職業性曝露（労働環境）における環境リスク
ILO[15]ではアスベストの職業性曝露を受ける可能性
のある作業として，アスベストの採掘及び砕石，アスベ
ストを含有する製品の開発及び製造，建設業（除去や保
守などを含む），ならびにアスベスト含有製品の輸送・
使用・廃棄を挙げていた．
日本では小規模のアスベスト鉱山が全国にあったが，
第二次世界大戦前後で採掘はほぼ終了している．アスベ
スト含有製品の製造や使用も段階的に規制され，2012年
には完全に禁止されている．建設業の曝露の中には，⑴
新築時の吹付けアスベストによるもの，⑵新築時のアス
ベスト含有建材切断及び加工によるもの，⑶建築物維持
管理・補修時の吹付けアスベスト及び飛散しやすいアス
ベスト含有建材によるもの，⑷建築物改築及び解体時の
アスベスト含有建材によるものなどの 4 種類以上の曝露
が存在している．日本のアスベスト使用は建材用途がほ
とんどであり，現在は建材も含めた使用が禁止されてい
ることを考え合わせると，過去の12のような施工や加
工などによる曝露に対するフォローと，今後の34と
いった維持管理や解体などによる曝露に対する対応が必
要になる．特に解体の場合は，かつてのアスベスト製品
製造現場と異なって現場が固定しないことから，曝露す
るアスベスト濃度も変動したり，一時的（作業者にとっ
てはその継続）であったり，記録が残りにくい特徴も有
する．
職業性曝露は，高濃度から低濃度まであり得る．アス

ベスト含有建材の切断や加工・掃除作業時は数 f/mL～
数百f/Lのアスベスト濃度の場合が多かったことが報告
されている[16]．1999年に飛散事故があった文京区の報
告でも，15m離れたバルコニーでも 1 f/mLを超えるアス
ベスト濃度が報告されている．

WHO[17]では，職業性曝露に次いで，アスベスト労働
者が着たアスベストで汚染された作業衣を扱う家族など
も準職業性曝露の機会としてとらえてきた．厚生労働省
は，中皮腫や肺がんとして業務上疾患として労災保険ま
たは石綿救済法（時効労災）で認定された人を公表して
きたが，「吹付け石綿のある建物・部屋・倉庫での作業
（建設業以外）」によるアスベスト関連疾患は，2013年度
までの集計では，過去に105名である．日本では，2004年
に吹付けアスベストのある建築物での中皮腫発症例とし
て，名取らが店舗での勤務が原因で発症，死亡した悪性
胸膜中皮腫の 1 例を初めて報告した[18]．吹付けアスベ
ストのある文具店のアスベスト濃度は一般環境大気と比
べて高く，文具店で勤務したことが悪性胸膜中皮腫を発
症した主な原因と考えられた．このような吹付けアスベ
ストのある建物での作業についても，職業性曝露の一種
または準職業性曝露と考えて差し支えないであろう．

 2 ．非職業性曝露（一般環境）における環境リスク
一般環境のような低濃度の非職業性曝露におけるリス
クを評価するためのモデルの開発も，高濃度曝露の影響
を外挿することによって試みられてきた[17,19,20]．肺
がんの場合は線形の相対リスクモデルがよく知られてお
り，曝露濃度と曝露時間の積，すなわち累積曝露量が肺
がん発生率の上昇に比例するとする式で表されてきた．
一方，中皮腫の場合は肺がんとは異なり，死亡率そのも
ので表現される絶対リスクモデルが使用される．これは，
中皮腫がまれな疾患であるために，対象集団において期
待される死亡数がゼロに近いからである．中皮腫のリス
クは，曝露量に対しては直線的に，曝露期間と初回曝露
からの経過年数に対しては指数関数的に増大する，時間
依存モデルが一般に認知されている．
前述のようなモデルを用いて，肺がんと中皮腫による
生涯の健康リスクについて，アスベスト濃度1f/Lあたり
のユニットリスクを求めることが可能となる．例えば，
村山は男性の中皮腫の生涯死亡率はl,7×10-4程度という
値を得ている[20]．寺園[19]も同様の計算によって肺が
んと中皮腫の合計で2.2×10-4という数値を得ており，一
生涯を通じて 1 万人に 2 人程度がアスベスト汚染により
死亡するということになる．この値は近年，生涯リスク
の判断の目安として用いられる実質的安全容量（VSD: 
Virtually Safety Dose）で判断基準になりつつある10-5レ
ベルを超える値となっている[20]．
また，WHOが作成している国際疾病分類において，
1995年から中皮腫を死因の一つとして初めて区分するよ

（人・件）

（年）

図 5 　中皮腫の死亡数と中皮腫・肺がんの労災認定件数
の推移

注：中皮腫の死亡数は年，労災認定件数は年度
出典： 人口動態統計（中皮腫の死亡数），厚生労働省（労災認

定件数）
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うになり，日本の人口動態統計でも同年から中皮腫の統
計が公表されるようになった．こうした中皮腫の死亡
データの蓄積によって，村山[20]は過去の死亡数の推移
に基づく将来予測を試み，悪性胸膜中皮腫の死亡数は
2000～2039年の40年間で約10万3,000人に達すると予測
されることを2002年に公表した．この内容は「石綿被害
急増の恐れ 40年で死者10万人説も」として新聞一面で
報じられる[21]など，大きなインパクトを与えた．実際
に，中皮腫の死亡数は図 5 に示すように増加を続けて
2016年には1,550人となり，1995年以来の累計で22,075人
に達している．図には中皮腫及び肺がんの労災認定件数
もあわせて示しているが，クボタ・ショックの発生した
2006年度のみ急増したものの以降は増えておらず，労災
認定基準が厳しいことが一因という見方もある．

 3 ．クボタ・ショックと石綿健康被害救済法
2005年 6 月29日，毎日新聞夕刊で「10年で51名死亡 ア
スベスト関連病で」「住民 5 人も中皮腫 見舞金検討， 2 人
は死亡」と報じられる，いわゆる「クボタ・ショック」
が日本中を揺るがす社会問題となった[22,23]．これは，
兵庫県尼崎市にあるクボタ旧神崎工場周辺に住み，アス
ベストが原因とみられる中皮腫などで亡くなった人が
いることがわかり，水道管等の石綿セメント管（クロ
シドライト及びクリソタイルを使用）を1954～1975年の
間，アスベスト含有住宅建材（クリソタイルのみ使用）
を1970～1997年に製造していた工程から周辺に飛散した
アスベストが原因であると考えられたものである．実は
1987年にも，アスベストを使う工場の近くに住んでいた
主婦が，アスベストが原因とみられる中皮腫にかかって
いたことが文部省（当時）の「環境科学研究班」の調査
で明らかになったとして「大気中に出た石綿が中皮腫の
原因であれば，日本で初めての例」とされていた．クボ
タについても，2004年度末時点で同社が把握していたア
スベスト関連疾患による死亡者の累計は74人，他に療養
中が15人で合わせて89人であり，高い罹患率で労災認定
を受けていたと考えられる．「中皮腫・アスベスト疾患・
患者と家族の会」が工場周辺の聞き取り調査を開始して，
クボタが原因と確信した 3 人の中皮腫患者が2005年春か
ら交渉して会社が見舞金を支払うことになり，毎日新聞
が社名を明らかにして知られることになったものである
[23]．なお，クボタによれば，旧神崎工場内外のアスベ
スト被害について，周辺住民と元従業員の被害者数は
2017年末で547人（周辺住民は329人），うち死亡は501人
（周辺住民は308人）としている．
その後，企業，業界団体などがアスベスト曝露による
中皮腫などのアスベスト関連疾患が多数発生し，労災認
定を受けていることを相次いで公表し，アスベストによ
る中皮腫，肺がんの発生が各地で発生していることが明
らかになった．そして，アスベストの非職業性曝露によ
る健康被害があることの共通認識が生まれ，2005年 7 月
以降，「アスベスト問題に関する関係閣僚による会合」

が開催されて，アスベストによる健康被害者のうち，労
災補償などの既存の法律で救済されない被害者を隙間な
く迅速に救済するための法的措置として，「石綿による
健康被害の救済に関する法律」が2006年 2 月に公布，同
年 3 月に施行された．
この石綿健康被害救済法によって，健康被害を受けた
者及びその遺族に対して，医療費等の救済給付が支給さ
れることとなった．本制度は健康被害の補償ではなく，
健康被害による経済的負担の軽減を図るものとして，見
舞金的な性格を有しているとされている．対象疾病は悪
性中皮腫と肺がんであったが，2010年の同法施行令改正
で「著しい呼吸機能障害を伴う石綿肺」及び「著しい呼
吸機能障害を伴うびまん性胸膜肥厚」が追加された．な
お認定基準は，中皮腫については「診断の確からしさが
担保」されれば，肺がんについては発症リスクを 2 倍に
高めるアスベスト曝露が医学的にまたは肺内石綿数から
確認されることが要件とされている．
このような石綿健康被害救済法によっても，労災補償
との比較で「救済の隙間（遺族年金や就学援護費など）」
及び「公正さを欠く点（医療費や休業補償の格差など）」
が存在しているという批判もある[23]．この他，アスベ
ストによる肺がんをほとんど救済できていないとする指
摘[23]もあり，実際に石綿健康被害救済法における2006
年度から2015年度までの認定件数10,985件のうち，中皮
腫9,369件（85.3％），肺がん1,468件（13.4％）[24]と大
きく中皮腫に偏っている．これは，図 5 にも示した労
災認定件数の1996～2016年度の累計が中皮腫で7,198件，
肺がんで5,452件と中皮腫の比率がやや大きい程度の状
況とも異なるとともに，1997年から2004年までの多数の
文献をレビューしたHendersonら[25]が（発症比は多く
の要素に依存するので難しいとしながら）中皮腫 1 例に
対して肺がんの過剰発生は 1 ～ 2 例程度と述べている比
率とも大きく乖離している．石綿健康被害救済制度では
「石綿による肺がんに関しては，知見が十分に得られて
おらず，未だに解明されていない課題が残されている」
[26]と認めているものの，国内ではアスベストに特有の
中皮腫に対して，肺がんの認定が難しく十分な救済がで
きていない可能性があるといえる．

 4 ．震災とアスベスト
建築物に建材として含まれていたアスベストに関して，
1980年代後半に社会問題となった際，公共建築物に存在
していた吹付けアスベストは除去を含む対策が多くとら
れた．一方で，対策には多額の費用を要したこと及び法
規制が行われなかったことなどの理由により，民間の建
築物には十分な対策が取られないままであった．このよ
うななかで阪神・淡路大震災をはじめとする震災が発生
し，その度にアスベスト飛散防止対策や法改正がなされ
ることとなった．
アスベスト飛散が懸念された最初の震災はいうまでも
なく，1995年 1 月17日に発生した阪神・淡路大震災であ
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る．阪神・淡路大震災は直下型の地震で大都市を襲った
だけでなく，1970年代を中心に施工された吹付けアスベ
ストが民間建築物を中心に多く残存し，解体の際のアス
ベスト飛散防止対策が未整備な状態で対応を迫られた点
でも，過去の震災の中で最もアスベスト飛散が憂慮され
た震災といってよいであろう．
環境庁は大気環境モニタリングとして一般環境の「追
跡継続調査」及び「解体現場周辺調査」を行い，被災地
の一般環境は 2 月から 6 月頃まで 1 ～ 2 f/L程度または
それ以上（最高6f/L）の地域が多くあったとともに，解
体現場周辺では最高で19.9f/Lのアスベスト飛散がみら
れたとした[27]．筆者[19,28]は当時の被災地における吹
付けアスベスト蓄積量と飛散量をそれぞれ3,740トンと
13kgと推定し，大気拡散モデルを用いて環境庁モニタ
リング（一般環境の追跡継続調査）の各測定点における
アスベスト濃度上昇の寄与を試算した結果，実測値との
間に弱い正の相関関係を確認した．一方，解体現場周辺
においては，環境庁のモニタリング結果以外にも，中地
[29]は吹付けアスベスト（クロシドライト）の存在した
建物の解体現場を 2 月に発見し，散水もされないまま解
体された現場の敷地境界付近で160と250f/Lという一般
環境としては極めて高いアスベスト濃度を測定した．筆

者[20,29]も250f/Lの方の同じフィルターから透過型電子
顕微鏡法で分析を行い，5,300f/L（すべての長さのアスベ
スト）という濃度であった．環境庁の解体現場周辺調査
は，現場で吹付けアスベストの事前除去なしの解体が行
われたとは考えにくく，自ずと限界がある．吹付けアス
ベストを除去せずに解体する現場が被災地に存在し，周
辺と一般環境のアスベスト濃度上昇に影響を与えたとみ
るのが自然である．
このようななか，倒壊建築物の解体によるアスベスト
飛散に対して，国や関係自治体は様々な防止対策を講じ
てきた．例えば， 2 月に行われた石綿対策関係省庁連絡
会議では解体・撤去を行う事業者に対し，吹付けアスベ
スト使用の確認を求め，使用が確認された建築物は倒壊
する危険性から立入禁止の場合を除き解体前に除去し，
確認できない場合は解体時に薬剤散布や散水をするとい
う内容を求めていた．また，神戸市も 3 月から11月にか
けて倒壊建築物のアスベスト使用実態調査を三次に渡っ
て行うとともに，不適切な工事に対して工事中止を命じ
たケースも15例あったとされる．ただし，著者が後に神
戸市担当者にヒアリング調査した結果，当時の「工事中
止命令」も法的根拠がない力関係によるものであり，解
体業者との間の「怒鳴りあい」によるものであったと当
時の状況を物語っていた．なお，建築物解体に伴うアス
ベスト飛散防止そのものについて，当時は法的根拠がな
い指導ベースのものであり，発災翌年の1996年 5 月改正
の大気汚染防止法による特定粉じん排出等作業に係る作
業基準によって，吹付けアスベストの事前除去やその手
順などが初めて整備された．
これらの対策にもかかわらず，阪神・淡路大震災後，
建物の解体やがれき処理に携わった労働者のうち，震
災から20年経過した2015年時点で 5 人が中皮腫を発症
し[30]，その多くが労災認定を受けている．また，2018
年 4 月には震災直後から 1 か月間の救護活動でアスベス
トを吸引して中皮腫を発症し死亡した警官が公務災害
（労災）を受けた[31]ように，短期間のアスベスト曝露
によっても被害が発生している．当時はアスベスト対策
の指導や報道は多かったと記憶するが，当時のアスベス
ト対策について，行政から「聞いていない」とする解体
業者も現れる[32]ため，より一層の周知徹底が必要であ
る．
2011年 3 月11日に発生した東日本大震災では，阪神・

淡路大震災と異なり津波による被害が大きく，多量の津
波被害物を混合状態で撤去せざるを得なくなった[33,34]．
被災地における復旧復興工事等についてアスベストの飛
散・曝露防止対策の徹底を図るため，環境省と厚生労働
省による東日本大震災アスベスト対策合同会議が2011
年 5 月以降開催された[35]．この報告書によれば，被災
地の 8 つの分類のうち建築物等の解体・改修中の現場に
おいて，65地点のうちアスベスト繊維数濃度が10f/Lを超
過した地点が 7 地点あり，特に煙突内部に敷設されたア
スベスト含有断熱材の除去工事現場の前室で260f/Lを記

⑴散水も行われない解体工事

⑵ 防護マスクをしない作業者と吹付けアスベストの粉じ
んの清掃

図 6 　阪神・淡路大震災で行われた不適切な解体工事事
例（中地重晴氏撮影）



J. Natl. Inst. Public Health, 67 (3) : 2018

アスベストによる環境リスクとこれからの課題

275

録するなど，アスベスト除去工事現場の集じん・排気装
置の不具合が原因と推定されるアスベストの飛散事例が
確認されたことを受け，飛散防止対策の徹底を依頼した．
また，仙台市内のホテルで吹付けアスベスト除去工事現
場の敷地境界で360f/L（ただし，電子顕微鏡による濃度）
という高濃度を記録した事例[36]もあり，同様に不適切
な工事が行われたとみられる．外山[33]も吹付け材の近
傍を含む津波被災地の路上などの調査の結果，アスベス
ト濃度はほとんどの場所で低濃度（1 f/L 以下）であっ
たものの，仮置場の成形板搬入作業中で一時的に33.9 f/
L の高濃度を示しており，仮置場などでの作業者や周辺
への影響を懸念するとともに，アスベスト含有建材の発
見・表示などの対策の必要性を指摘している．
2016年 4 月に発生した熊本地震では，被害を受けた建

築物の解体工事が本格化する前に，対策の緊急性に関す
る建築物のスクリーニング調査を実施することができ
た．すなわち，筆者ら[37]は熊本県の依頼を受け，建築
物石綿含有建材調査者協会の専門家とともに，翌 5 月に
合計298棟の建築物の調査を行い，緊急対策の必要が高
い 1 棟と要注意建築物 8 棟の指摘を行った．これは，熊
本県及び熊本市が事前に固定資産台帳などを基に，アス
ベストの飛散リスクが高い可能性のある建築物を予めリ
ストアップしていたために可能であったものであり，行
政における建築物のアスベスト台帳の作成が平常時と災
害時の双方で有効であることを示すものでもある．

IV．アスベストに関する規制

 1 ．製造・使用
アスベストが深刻な健康被害をもたらすことが明らか
になり，社会問題化するにつれて，各国は対策に乗り出
す[23]．対策はどの国でも，まず職業性曝露による労働
者の健康被害の防止の観点から，最初にじん肺を予防す
るための対策，次いで発がん物質としての性質に着目し
た対策へと進み，並行して労働者だけでなく一般住民や
環境保護の観点からの対策や規制も導入されるようにな
る．それらは管理して安全に使用しようという対策であ
るが，やがてアスベストの「管理使用」は成り立たない
という事実を直視することにより，より抜本的な「使用
禁止」という方向に進んできた[23]．
Ⅱ.2．で述べたように，日本では1975年に吹付けアス
ベスト（含有率5％超）の禁止，1995年にクロシドライト
とアモサイトの使用禁止，2004年にアスベスト（1％超）
の製造・使用等の原則禁止，2006年にアスベスト（0.1％
超）の製造・使用等の原則禁止，2012年にアスベスト
（0.1％超）の製造・使用等の全面禁止と進んだ．
日本におけるアスベストの本格的な産業利用は欧米の
先進工業国に比べて遅れたものの，図 7 に世界各国のア
スベスト消費量の推移を示すように，1980年代前半まで
にピークを迎えた点で日本は欧米諸国と類似している．
しかし，アスベストの原則使用禁止が1990年代に進んだ
ドイツ（1993年），フランス（1997年）及び英国（1999年）
のような欧州諸国に比べて，日本のアスベスト使用禁止

注： 消費量は見かけ消費量であり，産出量＋輸入量―輸出量であるため，負の数の場合がある．
1950年から1985年までのドイツは東西ドイツの合計．1940年から2002年まではUSGS （2006） 
“Worldwide Asbestos Supply and Consumption Trends from 1900 through 2003”，2003年から2007年
まではUSGS Mineral Industry Surveys，2008年から2016年まではUSGS Minerals Yearbookを参照し
て，筆者が作成．2016年は暫定値．

図 7　各国のアスベスト消費量
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は10～15年程度遅れたことが理解できる．そして，2000
年以降は中国やインドなどのアジア諸国がアスベストの
消費を拡大させている点が世界の懸念事項である．
森永[38]によれば，主なアスベスト関連疾患が各国
で最初に報告された時期は，アスベスト肺（英国1906
年，米国1918年，日本1929年），アスベスト肺がん（英
国・米国とも1935年，日本1960年），中皮腫（英国1935年，
米国1960年，日本1973年）と紹介しており，国内外でア
スベスト肺が早く，肺がんと中皮腫が続いた．なお，日
本における初めての労災認定はアスベスト肺1954年，肺
がん1973年，中皮腫1978年であり，1960年のじん肺法で
初めて労働現場のアスベスト粉じん対策が取られるよう
になった．そして作業環境においては，1973年の抑制濃
度導入の後，1989年からは管理濃度を用いた評価と管理
が行われることになった．
アスベストの発がん性は1972年のILOやIARCなどの会
議においても指摘され始め，1986年のWHOによるEnvi-
ronmental Health Criteria 53: Asbestos and Other Natural 
Mineral Fibers [17]や1987年のIARCによるアスベストの
グループ1（ヒトに対して発がん性あり）分類につながっ
ている．1986年に採択されたILOの「アスベストの使用
における安全に関する条約」[15]では，アスベストの安
全な使用（管理使用）を認めるかどうかに関する国際的
な論争が生じ，工学的管理と代替・禁止が併記される結
果となった[24]．この後，使用禁止に向かった欧州諸国
に対して，ILO総会でも使用禁止に反対した日本政府は
対応が遅れることとなった．国内では，日本石綿協会
（現JATI協会）が「管理すれば石綿の使用は可能である
という立場」（日本石綿協会のポジション・ステートメ
ント, 1991年 8 月）[39]で関係省庁に働き掛けを続けて
いたのが大きく影響していた．しかし「管理使用」の実
態は，作業環境管理の改善努力を除けば，少なくとも建
材使用においては「アスベスト含有建材の 1 枚1枚に自
主的に「ａ」マークを表示する」（1989年から含有率5％超，
1995年から含有率 1 ％超が対象）程度のものであり，建
築物の解体や廃棄の段階を含むライフサイクルを想定し
たものとは到底言えないものであった．
こうしたなか，近年はアスベスト訴訟で国の責任が認
められる判決が続いている．2014年10月の泉南アスベス
ト訴訟（第 1 陣・第 2 陣）の最高裁判決で，1958年 5 月
から1971年 4 月までの間にアスベスト工場で局所排気装
置を設置することを義務付けなかったことが，国家賠償
法の適用上違法であると判断し，和解に至った．これは
1959年にはアスベスト肺の知見があり，1960年のじん肺
法制定時に対応すべきであったとされたものである．次
いで2018年 3 月の建設アスベスト訴訟（東京第 1 陣）の
高裁判決では，1975年10月以降，2004年 9 月までの吹付け
作業者に防塵マスク着用などを国が義務付けなかったの
は違法とされた．このように1960年頃から2000年過ぎに
至る長期間，アスベストの健康影響に関する科学的知見
にもかかわらず作業者の防護対策が遅れ，一般環境リス

クにもつながる使用禁止の遅れにもつながったことを重
く受け止める必要がある．

 2 ．建築物の解体・改修
国内でアスベストの消費量の多くが建材として使用さ
れてきたことから，様々な建築物のアスベスト対策が
取られてきた．1980年代後半に社会問題化した時点では，
建築物内にある劣化・損傷した吹付けアスベストを対象
として，環境庁・厚生省及び建設省（ともに当時）から，
除去・封じ込め・囲い込みの処理を行うための通知及び
ガイドラインがそれぞれ1988年に同時に出された．
また，建築物の解体・改修時の対策については吹付け
アスベストを対象として，労働省（当時）からはアスベ
スト粉じん曝露防止に関する通知が1986年に，環境庁か
らは解体前の除去を求めた通知が1987年にそれぞれ出さ
れた．阪神・淡路大震災後の1996年には改正された大気
汚染防止法で，一定の特定建築材料（当時は吹付けアス
ベストのみ）のある建築物の解体・改修等を特定粉じん
排出等作業として，事前除去等の作業基準の遵守を定め
た．そのマニュアルの初版は1999年に始まり，2005年の
政省令改正（特定建築材料に保温材，耐火被覆材，断熱
材を追加．規模要件等の撤廃など）と2014年の法令改正
（届出義務を発注者などに変更）などを反映させて，現
在の「建築物の解体等に係る石綿飛散防止対策マニュア
ル」（2006, 2014）[40]に至っている．
労働省も1988年に吹付けアスベストを対象として「建
築物の解体又は改修工事における石綿粉じんへのばく露
防止のためのマニュアル」を出していたが，厚生労働省
は旧特定化学物質障害予防規則のアスベスト関係部分を
労働安全衛生法に基づく新たな単独の規則として石綿障
害予防規則を2005年 2 月に公布し，同年 7 月から施行し
た（施行がクボタ・ショックの直後となった）．ここで
は建築物等の解体等において，アスベスト使用の事前調
査，作業計画の策定，アスベストの発じん性に応じた除
去や隔離措置（集じん・排気装置を含む）などを定めた．
また厚生労働省は2012年に「建築物等の解体等の作業で
の労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針」，さ
らに2014年に新技術指針を出して，2018年 3 月には「石
綿飛散漏洩防止対策徹底マニュアル（2.20版）」を発表
している．同マニュアルでは発じん性に応じたアスベス
ト含有建材の分類を行い，発じん性が著しく高いものを
レベル 1（吹付けアスベスト等），高いものをレベル 2（ア
スベスト含有耐火被覆材，断熱材，保温材），比較的低
いものをレベル 3（その他アスベスト含有成形板）とし
ており，このレベル分類は石綿障害予防規則以外にも一
般によく用いられている．

 3 ．廃棄物の取扱い
吹付けアスベスト除去工事に際して発生したアスベス
ト廃棄物に対しては，1988年に厚生省よりアスベスト廃
棄物処理ガイドラインとして「建設・解体工事に伴うア
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スベスト廃棄物処理に関する技術指針・同解説」が取り
まとめられ，十分な強度のプラスチック袋（二重）など
の使用や，2 m以上の覆土による埋立などを求められた．
また，1991年の廃棄物処理法改正と翌年の施行令によっ
て，吹付けアスベストに加えてアスベスト含有保温材の
廃棄物，さらに特定粉じん発生施設で生じたアスベスト
（製造工場の集じん施設で集められたものなど）が「廃
石綿等」の名称で特別管理産業廃棄物に指定され，二重
梱包か固型化を経た後に最終処分することとなったほか，
溶融による処分も認められた．
一方，アスベスト含有成形板については，2005年 3 月

に環境省は「非飛散性アスベスト廃棄物の取扱いに関す
る技術指針」を発表し，耐火被覆材を含めてアスベスト
含有率 1 ％超の成形板に対して，原則手作業で原形のま
ま撤去，極力破砕せず最終処分（安定型処分場）するこ
とを求めた．翌2006年 8 月の廃棄物処理法施行令改正で
は，非飛散性アスベスト廃棄物（含有率を0.1％超に改
正）を石綿含有廃棄物として処理基準を定めたことで，

アスベスト含有成形板の廃棄物に対する法的な規制が始
まったといえる．処理基準では，飛散防止措置を取るこ
と，他の廃棄物と区分した収集・運搬，中間処理として
の破砕禁止などが定められた．
同じ2006年 8 月の廃棄物処理法施行令改正では，廃石
綿等及び石綿含有廃棄物を石綿含有廃棄物等として，こ
れらに対する溶融施設（1,500℃以上必要）の設置を都
道府県の許可制とした．また，同時に施行された廃棄物
処理法改正では，無害化処理認定制度が創設された．こ
れは，今後大量に発生するレベル 3 相当のアスベスト
含有成形板を念頭に，石綿含有廃棄物等に対する溶融
（1,500℃以下でも可）による無害化処理を促進するた
め，国が個々の施設の安全性を確認して施設設置の許
可を不要とする特例制度を設けたものである．しかし
ながら，2014年 9 月時点の無害化処理認定を受けた施設
は  2 社にとどまるとともに，2010～2013年度の実績は廃
石綿等のみとなっており[41]，ほとんどのレベル 3 相当
の廃棄物は埋立処分されているのが現状である．

表1　アスベスト関連主要四法の比較（石綿対策全国連合会[23]を筆者が修正したもの）

クボタ・ショック前

労働安全衛生法・石
綿障害予防規則*1 大気汚染防止法 廃棄物処理法 建築基準法

含有量基準 1％超含有 行政指導で1％超含
有 基準なし 基準なし

アスベスト
含有建材

吹付けアスベスト
レベル 1 規制 特定建築材料 特別管理産業廃棄物

規制なし

吹付けロックウール
吹付けバーミキュライト等

耐火被覆材，保温材，断熱材 レベル 2 規制
規制なし

（保温材のみ）

上記以外のアスベスト含有材 レベル 3 規制 非飛散性廃棄物の技
術指針

クボタ・ショック後

労働安全衛生法・石
綿障害予防規則 大気汚染防止法 廃棄物処理法 建築基準法

クボタ・ショック後の改正法令施行日*2

（最新の改正法令）

2006年 9 月 1 日改正政
省令施行
（2014年 6 月 1 日改正
省令施行）

2006年10月 1 日改正法
令施行
（2014年 6 月 1 日改正
法令施行）

2006年 8 月 9 日改正法
令施行
（同上）

2006年10月 1 日改正法
令施行
（同上）

含有量基準 0.1％超含有 0.1％超含有 0.1％超含有 0.1％超含有（吹付け
ロックウール）

アスベスト
含有建材

吹付けアスベスト
レベル 1 規制

特定建築材料 特別管理産業廃棄物

アスベスト含有吹付
けの一部のみ対象吹付けロックウール

吹付けバーミキュライト等
規制なし耐火被覆材，保温材，断熱材 レベル 2 規制

上記以外のアスベスト含有材 レベル 3 規制 行政指導 石綿含有廃棄物

濃度基準

屋内作業基準
150f/L

工場敷地境界基準
10f/L 濃度基準なし 濃度基準なし

一般環境基準（未設
定）

*1  2005年 7 月施行の石綿障害予防規則であるが，同年2月公布の内容のため，クボタ・ショック前としている
*2  主な内容は最新の改正後も同じ
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さらに，2006年10月の廃棄物処理法施行令改正で石綿
含有廃棄物の収集・運搬，処分等の処理基準が，2010年
12月の同令改正により廃石綿等の埋立処分基準（薬剤に
よる安定化，即日覆土を追加）がそれぞれ強化された．
これらを反映して，2007年11月には石綿含有廃棄物等処
理マニュアル（第 1 版）が，2011年 3 月には同マニュア
ル（第 2 版）が発表されている．

 4 ．災害時における取扱いマニュアル
規制ではないが，阪神・淡路大震災などの災害を受け
て，環境省は災害時におけるアスベスト飛散防止措置の
留意点を整理した「災害時における石綿飛散防止に係る
取扱いマニュアル」を2007年 8 月に作成していた．その
後，大気汚染防止法など関連法令の改正や，東日本大震
災の発生を受けて見直しを行い，2017年 9 月に改訂版の
マニュアル[42]を発表した．
改訂版では，平常時における準備，災害発生時の応急

対応，被災建築物等の解体・補修及び廃棄物処理，環境
モニタリング，津波等により発生した混合廃棄物の処理
における留意事項，自治体による立入検査が主な追加・
変更点となった．特に応急対応については，旧マニュア
ルでは応急危険度判定時の調査結果や住民からの情報提
供によりアスベスト含有建材を把握としていたのが現実
的でなかったことから，自治体が建築物の情報等に基づ
き専門家の協力を得て確認調査する方法へ変更したり，
所有者による対応が困難な場合に自治体が応急措置を実
施することとなった．また，完全倒壊などで立入不可の
場合に「注意解体」を認めその手順を示したが，現場で
不適切な解体が行われないよう注意が必要である．
この他，廃棄物資源循環学会が東日本大震災の後に「災

害廃棄物分別・処理実務マニュアル」[43]をとりまとめ，
災害廃棄物処理におけるアスベスト含有建材の取扱いに
ついて記している．

 5 ．リスク管理と大気汚染防止法の敷地境界基準
一般環境大気におけるアスベストの濃度基準がないた

めに，一般環境や解体現場周辺の大気中アスベスト濃度
の比較対象として，大気汚染防止法における特定粉じん
発生施設の敷地境界基準10 f/Lと比較されることが多い
が，ここでその問題を指摘しておきたい．
まず，10 f/Lはリスク評価上適切な濃度ではないことを

指摘しなければならない．WHOが1986年に出版したEn-
vironmental Health Criteria 53: Asbestos and Other Natural 
Mineral Fibers[17]はアスベスト及び他の天然鉱物繊維へ
の曝露が人間の健康へ及ぼすリスクを評価したものであ
り，日本のみならず世界で大いに参照されている．この
中では，第 5 章で一般大気のアスベスト濃度に関する多
数の報告のレビューを行った上で「都市部の大気中濃度
は通常＜1～10f/L（この数値を超えることも稀にある）
の間である」と結論づけた個所と，第 9 章の健康リスク
の評価においてアスベストの量反応関係を検討した上で

「一般住民においては，アスベストに帰せられる中皮腫
及び肺がんのリスクについて信頼できる定量化はできず，
おそらく検出できないほど低いであろう」と結論付けた
個所がある．1988年11月にまとめられた環境庁のアスベ
スト対策検討会[44]では，当時まだアスベスト製品を製
造していた工場等に係るアスベスト発生源対策について
まとめる際に上記 2 箇所をつなげて引用して，「WHOの
見解及び現在までに考えられている知見を総合的に引用
すれば，現在の一般環境においては，環境大気中に含ま
れているアスベストに起因する肺癌及び悪性中皮腫のリ
スクは小さいと考えられる」と記している．すなわち，
WHOは環境中濃度とリスクを別々に論じていたのであ
るが，日本ではいわば二段論法でつなげて，10 f/Lまでで
あればリスクは小さいとして大気汚染防止法の敷地境界
基準の設定根拠とされてしまった．
ここで問題なのは，WHOが10f/Lまでであればリスク
は小さいとは述べていないことも一つであるが，より大
きな問題はWHOが第 5 章で整理した環境中濃度は電子
顕微鏡（走査型または透過型）による濃度であって日本
で一般に用いている位相差顕微鏡とは異なることである．
電子顕微鏡の濃度は位相差顕微鏡より高めに出るが，仮
に 1 桁異なるとすれば位相差顕微鏡では 1 f/L以下が求
められることになる．
なお，後の1996年の中央環境審議会答申「今後の有害
大気汚染物質対策について」や，ベンゼンなど 3 物質に
対して翌年に設定された大気環境基準では，実質安全用
量の概念を導入して当面の有害大気汚染物質対策の目
標を生涯過剰死亡リスク10-5に設定されていた．この際，
アスベストに対しては敷地境界基準の見直しがなされず
に，Ⅲ.2.で述べたようなユニットリスクの考え方では1f/
Lでさえも10-5レベルを超える値であり，相対的に高い
リスクの敷地境界基準のみが残ってしまっている．1989
年当時はまだアスベスト製品製造工場があり，管理が不
十分であったものもあることを考えれば，敷地境界基準
を10 f/Lに設定したことはその後の濃度低減に寄与する
上で意義があったと考えられる．しかしながら，アスベ
ストの使用等が禁止され，かつ一般環境濃度も低減して
きた現状においては，実質安全用量の概念とユニットリ
スクも考慮すると10f/Lでは非常に高く，1 f/L以上の際に
発生源を探して低減に努めるのが妥当ではないだろうか．

V．これからの課題

アスベストは国内で建材などに大量に使われてきてお
り，建築物の解体等や災害時における飛散によるリスク
を防止することが大きな課題となっている．大気汚染防
止法や石綿障害予防規則などの規制によって一定の対策
は取られてきたが，これからの課題は2016年 5 月に総務
省が環境省，厚生労働省，国土交通省及び総務省に対し
て行った「アスベスト対策に関する行政評価・監視 ―
飛散・ばく露防止対策を中心として― の結果に基づく
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勧告」[45]が参考になる．主には，建築物の解体時等の
アスベスト飛散・曝露防止対策として，⑴事業者が事
前調査でアスベスト含有建材を見落として飛散する事
例があること，⑵ 大気汚染防止法の規制対象外のレベ
ル 3 建材の湿潤化不足等から飛散する事例があること，
また災害時のアスベスト飛散・曝露防止対策として，⑶ 
平常時からのアスベスト使用建築物の所在情報の収集等
の備えを行っている自治体が一部であったことが指摘さ
れ，それぞれ実態把握や改善策などが勧告された．
まず，解体時における事前調査については，少なくと

もレベル 1 及び 2 建材の調査が大気汚染防止法と石綿障
害予防規則で定められているにもかかわらず，見落とさ
れることが多い．この原因としては，解体等工事の受注
者（自主施工者を含む）が事前調査を行うことになって
いるが，調査資格が定められておらず知識や能力が不十
分なまま調査をされる可能性があること，工事費を抑え
たい発注者の意向が様々な形で反映される余地のあるこ
と，などが考えられる．2013年から国土交通省による建
築物石綿含有建材調査者講習の制度が始まったが，通常
時のみならず解体時の事前調査にも積極的に活用される
ことが望ましい．また，工事は通常短期間で終了するた
め，不適正工事を行っても罰則適用が困難であるという

現状があるが，適正工事の必要性の周知徹底や漏洩監視
対策と合わせて検討すべき課題である．さらに，後述す
るレベル 3 建材でも同様であるが，環境省と厚生労働省
の法規とマニュアルは共通点が多いので，周知徹底を図
るためにも，用語と内容の双方でわかりやすく統一化さ
れるのが望ましいであろう．
また，レベル 3 建材について，環境省の「建築物の解
体等に係る石綿飛散防止対策マニュアル2014.6」に基づ
き，できるだけ原形のまま取外しと湿潤化が求められて
いるものの，大気汚染防止法による規制ではない．厚生
労働省の「石綿飛散漏洩防止対策徹底マニュアル（2.20
版）」でも同様に原則非破砕の解体と湿潤化が求められ
ているが，石綿障害予防規則では切断等の作業での湿潤
化は定められているものの，レベル 3 の対策であること
が明確ではないように思われる．原則の解釈が容易でな
いレベル 3 建材ではあるが，国内の蓄積量の多さを考慮
すると対策の徹底が必要である．
さらに，アスベスト使用建築物の情報について，国土
交通省はその全体像を図 8 で示し，調査対象となる民間
建築物は国内に約280万棟，優先すべきは1989年（平成
元年）以前の約157万棟，うち，すでに把握している大
規模建築物（床面積1,000㎡以上）は約27万棟，今後把

図 8　アスベスト使用建築物の全体像[46]
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握すべき小規模建築物は約130万棟としている[46]．学
校や公共建築物の吹付けアスベストに対しては1980年
代後半に各種の調査と除去などの対策が取られたが，民
間建築物や吹付けアスベスト以外の調査は後回しになっ
ていたと言える．クボタ・ショックの後に民間建築物に
おける調査も進み始めたが，一定以上の床面積が対象で
あったり，調査方法が不十分であったりする問題があっ
た．不適正な解体や災害でアスベスト飛散が発生する前
に，残る約130万棟の建築物に対して，優先度を考慮し
ながら適正な調査と対策を進める必要がある．
その他，アスベスト含有建材の除去作業の完了確認，

除去作業に対する資格制度，煙突や塗材を含む判別や対
策が困難な建材への対応など，課題は多いが，紙面の関
係で省略する．

VI．おわりに

アスベストが建材などの形で日本の高度成長時期を支
えた有用な材料であったことは事実である．しかし，代
替化や使用禁止が欧州諸国に比べて遅れたために，累積
のアスベスト消費量は約70万トン，アスベスト含有建
材としても1,000万トン近くのストックを抱えることに
なった．現在は使用禁止になっているため，いわば「負
の遺産」の管理の問題をあと数10年負うことになってい
る．一般環境におけるリスクがあることを認識して，平
常時から建築物の解体や廃棄物対策を一層強化していく
必要がある．
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